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第１章  はじめに 
 

 

１．策定の趣旨 

（１）策定の背景 

厚生労働省は、平成 16 年 6 月に今後の水道に関する重点的な政策課題とそ

の課題に対処するための具体的な施策及びその方策、工程等を包括的に明示

する「水道ビジョン」を公表しました。 

平成 20 年には、この「水道ビジョン」を時点に見合った内容に改訂し、水

道の運営基盤の強化、安心・快適な給水の確保、災害対策の充実、環境・エネ

ルギー対策の強化などを実現するための具体的な施策が示され、各施策を推

進してきましたが、「水道ビジョン」公表後、水道を取り巻く大きな社会情勢

の変化が生じています。 

その一つが、平成 22 年(2010 年)度末現在の日本の総人口は約１億 2,800 万

人をピークとして、以後、減少し続け、2050 年には約 9,700 万人になると予

測されることです。このことは給水人口・給水量が減少し続けていく中で、水

道施設の改良・更新需要に対応していかなければならないことを意味します。 

もう一つの大きな変化は、平成 23 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖地震

等一連の地震は、東北地方から北海道、関東地方の水道に対し、広範囲に甚大

な被害を及ぼしたことです。今後も、東海地震、東南海・南海地震や首都直下

地震などの大規模地震が近い将来発生することが想定されています。 

このような水道をとりまく状況の大きな変化を踏まえ、来るべき時代に求

められる課題に対処するため、平成 25 年 3 月には、新水道ビジョンが公表さ

れました。 

 

（２）策定の趣旨 

本町では、平成 22 年 3 月に安全でおいしい水を供給するため、｢喜界町水

道ビジョン｣を策定し、計画的な事業運営に努めてきましたが、本町を取り巻

く事業環境は、給水人口の減少等に伴う水需要の減少が我が国全体よりも早

くから生じていることや、水道施設の更新需要の増大が見込まれるなど、これ

らが健全な事業経営に大きな影響を与え、経営の｢持続｣が問題視されていま

す。 

また、平成 23 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖地震により、多くの事業

体が被災し、未曾有の断水を招きました。これは本町にとって無縁のことでは
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なく、将来、本町に影響を与える可能性のある地震として、喜界町地域防災計

画では、奄美大島の東の近海を震源とするマグニチュード 8.0、震度６弱の地

震発生が予想されています。このため、東北地方太平洋沖地震の経験を踏まえ、

水道事業においても、これまでの震災対策を抜本的に見直した危機管理の対

策を講じることが大きな課題となっています。 

したがって、事業環境の変化への対処、危機管理対策の構築、さらに上位計

画である｢第５次喜界町総合計画｣と整合を図るなど、｢喜界町水道ビジョン｣

の内容を改定し、｢喜界町水道事業ビジョン｣を策定します。 

 

 

２．計画対象区域 

本ビジョンの対象区域は、令和２年度(2020 年度)に南部地区、川嶺地区、

東部地区、西部地区の４簡易水道を統合して創設された喜界町上水道事業の

給水区域を計画対象とします。 

 

 

３．計画の期間 

本ビジョンは、令和 11 年度(2029 年度)を目標とする 10 年間の計画とし、

今後、水道事業を取り巻く環境に変化が生じた場合には、再評価してその都度

見直しを行います。 

 

  計画期間：10 年 

  目標年度：令和 11 年度（2029 年度） 
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第２章  水道事業の現状評価と課題 
 

 

１．水道事業の沿革 

（１）喜界町水道事業 

本町の水道事業は、昭和 33 年に川嶺地区簡易水道が一番早く創設され、こ

れまで統合・廃止を繰り返し、現在では、東部・西部・南部・川嶺地区の４つ

の簡易水道を統合した喜界町上水道事業として、需要者のみなさまに安全で

安定した水道水を供給しています。 

これらの施設は、古いもので創設から約 60 年を経過しています。その間、

拡張事業、改良・更新事業などの事業を推進してきました。なお、水道事業の

沿革は下記に示すとおりです。 

 

表 ２-１ 水道事業の沿革 

（人) (㎥/日)

東部地区簡易水道事業

1967 S42 小野津地区簡易水道事業 創設 １,１００ １７５.０

1955 S43 志戸桶地区簡易水道事業 創設 １,０００ １６２.５

1969 S44 東部地区簡易水道事業 創設 １,８４０ ２１０.０

1971 S46 阿伝地区簡易水道事業 創設 ２４５ ４０.０

1971 S46 嘉純地区簡易水道事業 創設 ２４０ ３６.０

1973 S46 佐手久地区簡易水道事業 創設 ３４０ ６１.０

1976 S51 志戸桶地区簡易水道事業 変更 ８００ １７２.５

1978 S53 東部地区簡易水道事業 変更 ８００ ２２０.０

1985 S60 東部地区簡易水道事業 変更 ９００ ２７５.０

1989 H1 小野津地区簡易水道事業 変更 ６６０ １７５.０

1990 H2 佐手久地区簡易水道事業 変更 ３４０ １０２.０

1998 H10 東部地区簡易水道事業 変更 ２,４０５ ８３５.０

2019 R1 東部地区簡易水道事業 廃止 上水道へ創設統合

認可年度
事業名

認可
区分

計画給水人口
計画一日

最大給水量
西暦 和暦
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（人) (㎥/日)

西部地区簡易水道事業

1966 S41 西部地区簡易水道事業 創設 ３,２００ ６２０.０

1972 S47 中間地区簡易水道事業 創設 ３５０ ６０.０

1973 S48 荒木・中里地区簡易水道事業 創設 １,５００ ２３５.０

1973 S48 西部地区簡易水道事業 変更 ３,２００ ７３０.０

1977 S52 西部地区簡易水道事業 変更 ３,６４０ １,１６０.０

1977 S52 荒木・中里地区簡易水道事業 変更 １,５４０ ４０５.０

1980 S55 中間地区簡易水道事業 変更 ３５０ １２４.０

1985 S60 西部地区簡易水道事業 変更 ３,９００ １,４８０.０

1988 S63 西部地区簡易水道事業 変更 ４,１９０ １,５５０.０

1996 H8 西部地区簡易水道事業 変更 ３,６００ １,４２３.０

1999 H11 荒木・中里地区簡易水道事業 変更 １,５００ ３９４.０

2007 H19 西部地区簡易水道事業 変更 ４,２６０ ２,５８０.０

2019 R1 西部地区簡易水道事業 廃止

南部地区簡易水道事業

1968 S43 浦原地区簡易水道事業 創設 ６５０ １００.０

1969 S44 手久津久地区簡易水道事業 創設 ３５０ ６０.０

1970 S45 花良治地区簡易水道事業 変更 ５２０ ７８.０

1982 S57 上嘉鉄地区簡易水道事業 変更 １,０００ ３１０.０

2007 H19 南部地区簡易水道事業 創設 １,７２０ ７１１.０

2019 R1 南部地区簡易水道事業 廃止

川嶺地区簡易水道事業

1957 S33 川嶺地区簡易水道事業 創設 ７５０ １０１.０

1977 S52 川嶺地区簡易水道事業 変更 ３００ ６１.０

2002 H14 川嶺地区簡易水道事業 変更 ３３２ １００.０

2019 R1 川嶺地区簡易水道事業 廃止

喜界町上水道事業

2020 R2 喜界町上水道事業 創設 ６,８００ ４,２０９.０

上水道へ創設統合

上水道へ創設統合

上水道へ創設統合

認可年度
事業名

認可
区分

計画給水人口
計画一日

最大給水量
西暦 和暦
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２．水道事業の現況 

喜界町水道事業の給水区域は、次図に示すとおりです。 

 
図 ２-１ 喜界町計画給水区域図 
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３．水道普及状況と水需要の推移 

（１）水道の普及状況 

本町の平成 30 年度末現在の水道普及状況は、行政区域内人口及び給水区域

内人口は 6,977 人、給水人口は 6,976 人で、普及率は 99.9％となっています。 

 

表 ２-２ 喜界町水道事業の普及状況（平成 30 年度末） 

地区名 
給水区域内人口 給水人口 給水普及率 

（A） (B) (B/A) 

東部地区 1,788 人 1,787 人  99.9％ 

西部地区 3,752 人 3,752 人 100.0％ 

南部地区 1,271 人 1,271 人 100.0％ 

川嶺地区  166 人  166 人 100.0％ 

計 6,977 人 6,976 人  99.9％ 

 

下図に、過去 10 年間の行政区域内人口と水道事業の給水区域内人口、給水

人口及び普及率の動向を示します。 
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図 ２-２ 水道事業の給水人口、普及率の推移 

 

本町は行政区域全体を給水区域の対象としていますが、人口は年々減少傾

向を示し、平成 21～30 年度の 10 年間で約 1,300 人減少しています。 
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（２）水需要の推移(１日最大給水量、有収水量、１人１日当たり給水量

等） 

次図に、水道事業の過去 10 年間の１日平均給水量、１日最大給水量等の動

向を示します。 

 

 
図 ２-３ 年間有収水量の推移 

 

 

年間有収水量は近年の給水人口の減少に伴い微減傾向を示し、平成 21～30

年度の 10 年間で約 157 千㎥減少しています。 

１日平均給水量及び１日最大給水量は、増減を繰り返しながらも少しずつ

減少しており、平成 30 年度でそれぞれ 3,647 ㎥/日（平均）、4,546 ㎥/日（最

大）となっています。 

給水人口１人当たりの１日平均給水量及び１日最大給水量は、少しずつ増

加する傾向にあります。これは、夏場の猛暑日増加の影響を受け、水需要が増

加していることが推測されます。平成 30 年度のそれぞれの水量は、523L（平

均）、652L（最大）となっています。 

今後は、更なる人口減少等により水需要の増加が見込めないことを前提と

して、事業計画を策定することが必要となります。 
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４．水道事業の施設概要 

本町の旧簡易水道の４地区は、それぞれに水源と浄水場、配水池等の施設が

整備されています。 

 

（１）水源施設 

本町には水源が合計 14 箇所あります。これらは全て自己水源で、その種別

は湧水（５箇所）、地下水（９箇所）となっております。 

水源能力としては、１日当たり計画一日最大取水量 5,260 ㎥/日に対して、

取水可能量は9,694.35㎥/日であり、取水可能量の約54％と余裕があります。 

 

 

 
図 ２-４ 水源種別の箇所数 

 

 

 

 

  

湧水

５箇所

地下水

９箇所

全１４箇所
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（２）浄水施設 

本町には浄水場が合計４箇所あります。 

原水水質は全体的に硬度（カルシウム、マグネシウム等）が高いため、電気

透析法により硬度（カルシウム、マグネシウム等）を除去後、次亜塩素酸ナト

リウムで消毒をおこなっています。 

なお、施設は地震等の自然災害に対応するため、耐震化されています。 

 

 

（３）配水施設（配水池） 

本町には配水池が合計 13 箇所あり、総有効容量 3,137 ㎥の水を貯水でき、

計画１日最大給水量 4,209 ㎥/日に対して 17.9 時間分の貯水能力となってお

り、標準とされている 12 時間分以上を確保しています。 

なお、配水池の多くは近年新設していますが、東部地区で昭和 40 年代以降

に築造された施設が一部あります。これらは法定耐用年数（60 年）に近づい

ており、施設の統廃合を実施するとともに、地震に強い施設に更新する必要が

あります。 

 

表 ２-３ 配水池の容量及び貯水能力 

施設名 構造 有効容量 適 用 
  (㎥)  

西部地区    

西部低区配水池 SUS 1,332 緊急遮断弁 

西部高区配水池 SUS 194  

東部地区    

阿伝配水池 RC 20 S46 築 

嘉鈍配水池 RC 18 〃 

長嶺配水池 SUS 250  

佐手久配水池 RC 64 S46 築 

東部浄水場配水池 SUS 250  

志戸桶第 1配水池 RC 85 S43 築 

志戸桶第 2配水池 RC 60 〃 

小野津配水池 RC 57 〃 

南部地区    

南部配水池 SUS 550  

上嘉鉄配水池 RC 185  

川嶺地区    

川嶺配水池 SUS 72  

計  3,137  
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（４）管路施設 

導・送・配水管路の総延長は、約 124.1 ㎞となっています。導・送・配水管

別の延長は下図に示すとおりです。 

また、管種は耐震性能を有するダクタイル鋳鉄管のみとなります。 

基幹管路（導水管、送水管、配水本管）の大部分は耐震管への更新が終わっ

ていますが、一部管路について未更新のため、老朽管の更新に合わせた耐震管

への計画的な布設替えが今後の課題となります。 

 
図 ２-５ 導･送･配水管別延長 
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５．水道事業の経営状況 

（１）組織体制 

本町の水道担当職員数は、前計画から年々減少しており、施設の維持管理や

運転管理、料金徴収などの多岐にわたる業務を少人数で行っています。 

今後は、水質管理を含む運転維持管理の高度化が求められており、新たな技

術に対応するため継続的な技術継承や職員の確保が重要となります。 

 

（２）水道料金 

本町の水道料金は、以下のとおり基本料金と、水量（従量）料金の二部料金

制を採用しています。たとえば、一般家庭で月 20ｍ3使用した場合、以下のと

おり 2,250 円となります。 

 

表 ２-４ 水道料金表（税込） 

基本料金 従量料金 

口 径 金 額 使用水量 金 額 

13mm 550 円 1 ㎥～10 ㎥まで 

1 ㎥につき 
55 円 

20mm 660 円 

25mm 680 円 
11 ㎥～30 ㎥まで 

1 ㎥につき 
115 円 30mm 800 円 

40mm 853 円 

50mm 1,320 円 31 ㎥以上 

1 ㎥につき 
173 円 

75mm 以上 1,540 円 

注記：令和元年 11 月 1 日の料金表 

 

  （計算例） 

          基本料金(口径 13 ㎜)     550 円 

       1ｍ3から 10ｍ3まで    550 円 

      11ｍ3から 20ｍ3まで  1,150 円 

          合 計              2,250 円（税込） 
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（３）経営状況 

本町の水道事業の会計は、特別会計の中の公営企業会計です。平成 30 年度

水道事業の決算状況は、収益的収入 220,312 千円に対して、収益的支出は

220,312 千円となっており当該年度純利益はありません。 

また、水道水を売って収入を得ている供給単価は１㎥当たり 139.76 円であ

り、その水道水をつくるための給水原価は同じく 421.59 円となっており、約

３倍の費用が掛かっています。このように、非常に厳しい経営状況です。 

一方、資本的収入は 310,148 千円、資本的支出は 289，570 千円であり、そ

の財源のほとんどを地方債、他会計補助金、国庫補助金に依存しています。 

しかし、今後は安定供給のための既存施設の耐震化、老朽化対策等を含む施

設の更新費用などの施設整備費としての多額な費用が見込まれ、その資金確

保が課題となっています。 

 

表 ２-５ 簡易水道特別会計の財政収支状況（平成 30 年度） 

 
  注記 令和２年度から公営企業会計に移行のため、上表は簡易水道特別会計の決算額 

 

 
図 ２-６ 月 20 ㎥当り家庭用水道料金(令和 2年 2月 1 日現在) 

 

項　目 金額(千円) 構成比 項　目 金額(千円) 構成比

料金収入 134,441 61.0% 地方債 40,500 13.1%

他会計繰入金 77,840 35.3% 他会計補助金 231,043 74.5%

その他 8,031 3.6% 国庫補助金 38,605 12.4%

その他 0 0.0%

収入計 A 220,312 100.0% 収入計 A 310,148 100.0%

職員給与費 29,094 13.2% 建設改良費 104,339 36.0%

起債支払利息 22,730 10.3% 地方債償還金 185,231 64.0%

その他 168,488 76.5% その他 0 0.0%

支出計 B 220,312 100.0% 支出計 B 289,570 100.0%

収支（A・B） 0 20,578

支　出

区　分
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６．水道事業の分析・評価 

水道事業ガイドラインに基づく業務指標（ＰＩ：Performance Indicator）

の現状分析及び評価は、一般的な【安全】、【安定】、【健全】３項目につい

て行います。 

業務指標は、表 ２-６に示す項目について、奄美群島内の市町村７事業体と

全国平均との比較を行います。 

 

表 ２-６ 水道事業に関わる一般的な業務指標 

目 標 業務指標(PI) 

安全で良質な水 平均残留塩素濃度 

安定した水の供給 

給水普及率 

配水池の耐震化率 

基幹管路の耐震管率 

健全な事業経営 

総収支比率 

供給単価※1 

給水原価※2 

料金回収率 

   出典：日本水道協会「水道事業ガイドライン」（平成 28 年 3 月 2日改正） 

   ※1 供給単価：水道使用者から頂く有収水量 1㎥当りの平均単価 

   ※2 給水原価：有収水量 1㎥の水をつくるのにかかる費用 

 

評価は、平成 26 年度から平成 28 年度の変化から表 ２-７に示す３段階で

評価します。 

表 ２-７ 業務指標による評価ランク 

判定ランク 評   価 

上昇傾向 良好、現状で問題なく対応できる 

変化なし 
現状で対応できる部分もあるが、弱点を計画的に改良・改善する

必要がある。 

下降傾向 現状では対応できないため、早急に改良・改善する必要がある。 
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表 ２-８ 平成 26～28 年度 喜界町業務指標 

 
  ※1 「H28 改善度」は H28 における H26 との対比を示す。 

  ※2 水道法で定める残留塩素濃度（0.1mg/L）の基準を満たしているため指標が悪化して

いるわけではありません。 

  

H28改善度※1

H26 H27 H28 (対H26比)

平均残留塩素濃度※2 mg/L - 単年 0.31 0.34 0.32 -1%

給⽔普及率 ％ + 累積 99.9 99.9 99.9 0%

配⽔池の耐震化率 ％ + 累積 45.3 45.3 45.3 0%

基幹管路の耐震化率 ％ + 累積 100.0 100.0 100.0 0%

総収⽀比率 ％ + 単年 109.8 105.6 116.4 6%

供給単価 円/m3 + 単年 138.7 138.2 139.3 0%

給⽔原価
(法非適用企業の計算法)

円/m3 - 単年 266.6 287.8 311.5 -17%

料⾦回収率 ％ + 単年 52.0 48.0 44.7 -14%

PI値
PI 単位 改善

方向
指標
特性
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平均残留塩素濃度＝
残留塩素濃度合計

残留塩素測定回数
 (単位 mg/L） 

 

【指標の見方】 

給水栓での残留塩素濃度の平均値を表す指標で、遊離残留塩素濃度 0.1 ㎎/L

以上を満たす必要があることが水道法で定められています。一方で残留塩素は、

低い方がおいしさからは好ましく、残留塩素濃度 0.1 ㎎/L を確保した上で、な

るべく小さな値にすることが望ましいとされます。 

 

【本町の場合】 

本町の平均残留塩素濃度は、平成 26 年度以降基準値である 0.1mg/L を満たし

ており、周辺事業体と比較しても小さな値となっております。今後も適切に水道

水の安全を確保していくよう努めます。 

 

 

図 ２-７ 近隣事業体比較 

 

  

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

H26

H27

H28

(m
g/
L)

平均残留塩素濃度

瀬⼾内町

奄美市

和泊町

知名町

与論町

徳之島町

伊仙町

喜界町

全国平均



16 

給水普及率＝
現在給水人口

給水区域内人口
 ×100 (単位 ％) 

 

【指標の見方】 

給水サービスを受けている人の割合を表します。値は高い方が良いと言えま

す。 

 

【本町の場合】 

本町の給水普及率は、99.9%となっており、周辺事業体及び全国と比較しても

高い値となっております。今後もこの給水普及率を維持できるよう努めます。 

 

 
図 ２-８ 近隣事業体比較 
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配水池の耐震化率＝
耐震対策の施された配水池容量

配水池等有効容量
 ×100 (単位 ％) 

 

【指標の見方】 

全配水池容量に対する耐震対策の施された配水池の容量の割合を示すもので、

地震災害に対する配水池の信頼性・安全性を表します。値は高い方が良いと言え

ます。 

 

【本町の場合】 

本町の配水池の耐震化率は、全国平均と比較しても高い値となっております。

引き続き老朽化する配水池更新の際は、耐震対策を行い配水池の耐震化率向上

に努めます。 

 

 
図 ２-９ 近隣事業体比較 
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基幹管路の耐震化率＝
基幹管路のうち耐震管延長

基幹管路延長
 ×100 (単位 ％) 

 

【指標の見方】 

 基幹管路の延長に対する耐震管の延長の割合を示すものであり、地震災害に

対する基幹管路の安全性・信頼性を表します。値は高い方が良いと言えます。 

 

【本町の場合】 

本町の基幹管路の耐震化率は、周辺の事業体及び全国平均と比較しても高い

値となっております。引き続き老朽化する管路更新の際は、耐震対策を行い基幹

管路の耐震化率維持に努めます。 

 

 
図 ２-１０ 近隣事業体比較 
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総収支比率＝
総収益

総費用
 ×100 (単位 ％) 

 

【指標の見方】 

総費用が総収益によってどの程度賄われているかを示すもので、水道事業の

収益性を表します。料金算定期間（財政計画期間）内で経常収支が 100％を上回

っていれば、良好な経営と言えます。 

 

【本町の場合】 

本町の総収支比率は、周辺の事業体及び全国平均と比較しても同程度の値と

なっております。今後も総収支比率が 100％を上回る水準が維持されるように努

めます。 

 

 
図 ２-１１ 近隣事業体比較 
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供給単価＝
給水収益

年間総有収水量
 ×100 (単位 円/m3) 

 

【指標の見方】 

有収水量 1ｍ3 当たりの給水収益の割合を示すもので、水道事業でどれだけの

収益を得ているかを表します。値は低い方が良いとされますが、事業環境により

単純に金額だけで判断することは難しいとも言えます。 

 

【本町の場合】 

本町の供給単価は、周辺の事業体及び全国平均と比較しても低い値となって

おります。今後も、低い値を維持できるよう努めます。 

 

 
図 ２-１２ 近隣事業体比較 
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給水原価＝
経常費用 (受託工事費 材料及び不用品売却原価 附帯事業費 長期前受金戻入)

年間有収水量
 

(単位 円/m3) 

 

【指標の見方】 

有収水量 1m3 当たりの経常費用（受託工事費等を除く）の割合を示すもので、

水道事業でどれだけの費用がかかっているかを表します。値は低い方が事業体、

契約者双方にとって望ましいが、低い理由が、本来必要な建設改良事業、修繕を

十分に行っていない場合は、適正とは言えません。 

 

【本町の場合】 

 本町の給水原価は、周辺の事業体及び全国平均と比較しても高い値となって

おります。これは、原水硬度（カルシウム、マグネシウム等）を電気透析によっ

て除去しているため水を作る費用が高いためです。 

 

 
図 ２-１３ 近隣事業体比較 
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料金回収率＝
供給単価

給水原価
 ×100 (単位 ％) 

 

【指標の見方】 

給水原価に対する供給単価の割合を示すもので、水道事業の経営状況の健全

性を表します。100％を下回っている場合、給水にかかる費用が料金収入以外の

収入で賄われていることを意味します。 

 

【本町の場合】 

 本町の料金回収率は、周辺の事業体及び全国平均と比較しても低い値となっ

ております。これは水源水に含まれる硬度（カルシウム、マグネシウム等）を

除去するために導入している電気透析装置の年間運転費用によって給水原価が

高くなっているためです。今後は健全な経営となるよう水道施設の戦略的見直

しを進めます。 
 

 
図 ２-１４ 近隣事業体比較 
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７．水道事業の現状の課題 

（１）安全で良質な水 

本町の水道水は、水道法で定める残留塩素濃度（0.1mg/L）の基準を満た

し、安全な水の供給に日々努めています。 

今後は、異常気象下においても水質基準を満たした良質な水をつくるため

の高い技術力の維持と次世代への技術の継承が課題となります。 

 

（２）安定した水の供給 

本町の給水普及率は、99.9％と他水道事業体と同じく高い普及率を保って

います。今後もこの普及率が維持できるよう運営維持管理していきます。 

本町では、配水池等施設や基幹管路（導水管、送水管、配水本管）の耐震

化を計画し、実践してきました。その結果、他水道事業体や全国平均値に比

べ、高い耐震化率を保っています。一方、老朽化した施設や配水支管も多数

あり、その対策が課題となっています。 

 

（３）健全な事業経営 

本町の水需要は減少傾向にあり、同様に料金収益も減少しています。 

供給単価は現状維持ですが、給水原価は増加傾向にあり、給水原価に対す

る供給単価の割合を示す料金回収率は、他事業体と比較しても低い値を示し

ています。 

水道事業の健全経営には、料金回収率を 100％以上にする必要があり、経

営の効率化や料金改定などの早急な対策が求められます。 
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第３章  将来の事業環境 
 

 

１．外部環境の変化 

平成 20 年度策定の｢喜界町水道ビジョン｣では、町民の方々のニーズを把握

しながら、「安全でおいしい水を安定供給する｣を経営理念として、その実現

に向けて努力してまいりました。 

しかし、少子化等による人口の急激な減少による水需要の低下など社会状

況の変化により、経営理念の達成が困難になっています。 

これからの水道事業が経営理念を満足するためには、現状の評価と課題か

ら将来の喜界町水道の事業環境がどのようになるかを適切に予測し、認識し

ておくことが大切です。 

ここでは、将来の水道事業の外部環境の変化について提示し、方策の展開に

つなげます。 

 

（１）給水人口及び給水量の減少 

我が国の人口の推移は、少子化傾向などが原因となって減少方向を辿り、現

在(2019 年)の約 1億 2,700 万人が 2060 年には３割減り、8,600 万人程度にな

ると推計されています。 

水需要は、人口減少に加え節水機器の普及等により、同年には現在より４割

程度の減少が見込まれています。 

一方、水道事業は固定費が大部分を占める装置産業で、給水量が減少しても

事業費用が減少しないという特性を持つため、給水量の減少は給水収益の大

幅な減少につながります。 

本町においても、10 年後の令和 11 年に予想される給水人口及び水需要は以

下に示すとおり、非常に厳しい見通しとなっています。 
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図 ３-１ 給水人口と給水量の推移 

 

 
表 ３-１ 目標年度の計画値 

項 目 H30 実績値 R11 計画値 

行 政 区 域 内 人 口 6,977 人    6,080 人    

給 水 区 域 内 人 口 6,977 人    6,080 人    

給 水 人 口 6,976 人    6,079 人    

１ 日 平 均 給 水 量 3,647 ㎥/日  2,620 ㎥/日  

１人１日平均給水量 523 L/人/日 431 L/人/日 

１ 日 最 大 給 水 量 4,546 ㎥/日  3,581 ㎥/日  

１人１日最大給水量 652 L/人/日 589 L/人/日 

 

 

①給水人口の見通し 

将来の給水人口は、行政区域内人口と同じ様に減少していく見込みです。

計画目標年度の令和 11 年度(2029 年度)には 6,079 人を想定しています。 

 

②給水量の見通し 

将来の給水量は、給水人口の減少に伴い、同様に減少していく見込みです。

計画目標年度の令和11年度(2029年度)には956千㎥/年を想定しています。 

  

1
,
6
7
1

1
,
3
3
1

9
5
6

8,274 

6,977 

6,080 

8,273

6,976

6,079

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H
21
(
20
0
9)

H
22
(
20
1
0)

H
23
(
20
1
1)

H
24
(
20
1
2)

H
25
(
20
1
3)

H
26
(
20
1
4)

H
27
(
20
1
5)

H
28
(
20
1
6)

H
29
(
20
1
7)

H
30
(
20
1
8)

R
1(

2
01
9
)

R
2(

2
02
0
)

R
3(

2
02
1
)

R
4(

2
02
2
)

R
5(

2
02
3
)

R
6(

2
02
4
)

R
7(

2
02
5
)

R
8(

2
02
6
)

R
9(

2
02
7
)

R
10
(
20
2
8)

R
11
(
20
2
9)

人
口

(人
)

給
水

量
(千

㎥
/年

)

年度

給水量(千㎥/年) 行政区域内人口(人) 給水人口(人)

実績値 推計値



26 

（２）施設効率性の低下 

施設面では、給水量が減少することから、更新事業において現状を維持した

規模での単純な更新は、施設利用率が低下し、将来的に事業効率を悪化させる

ことになります。したがって、人口減少を踏まえた統合廃止・ダウンサイジン

グ思想を取り入れた水道施設の再構築が今後の課題になります。 

現況の給水サービス水準を維持しながら、需要に応じた配水区域の見直し

など、将来に向けた合理的・効率的な施設整備を推進してまいります。 

過疎地域に点在する極端に事業効率の悪い地域については、同様サービス

水準の維持が困難となる場合も予想されます。このような地域では、多様な給

水方策を検討し、実情に見合う給水方式を導入することも必要となります。 
 

（３）水源の水質 

本町の水源は、湧水５箇所から 1,527 ㎥/日、地下水９箇所から 3,733 ㎥/

日、合計 5,260 ㎥/日取水する計画です。 

喜界島は隆起サンゴ礁の島であるため、この特有の地質に由来し、各水源の

原水水質は特に硬度が高い特徴があり、生活環境へ様々な影響を及ぼす恐れ

があります。 

このため、各浄水場では急速ろ過法と電気透析法を組み合わせ、硬度分等を

除去したうえで塩素消毒を行い、安全で良質な水道水を皆様のもとにお届け

しています。 

今後も、地球温暖化等による気候変動などの自然環境の変化や、水源水質に

影響を与える可能性のある社会環境の変化に対応し、将来にわたって安全な

水を供給できるように、水質の監視や浄水処理を徹底して行うことが重要と

なります。 
 

（４）異常気象の影響及び新しい災害リスクの顕在化 

近年の少雨化や降水量の大幅な変動により、地下水（湧水・深層地下水）を

水源とする本町でも利水の安定性の確保について一定の懸念がありますが、

現在のところ渇水を生じるまでには至っていません。 

しかし、地球温暖化による地下水（湧水・深層地下水）の減少も考えられる

ことから、今後は、水需要の減少を考慮した上で、予備水源の確保による水源

の多系統化・多元化、バイパス管の増設による配水系統の多系統化など、サー

ビス水準の維持・向上を図っていく必要があります。 

一方、ゲリラ的な豪雨は水道施設に物理的な被害をもたらすほか、大地震等

の自然災害についての備えも今後必要となっています。 
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２．内部環境の変化 

内部環境に視点をおくと、高度経済成長期に建設した施設の老朽化、平成 23

年の東北地方太平洋沖地震や平成 28 年の熊本地震など、大規模な断水の発生

を軽減させるために強靭な施設を構築する必要性が生じています。 

また、経営の合理化による職員の減少や技術の継承、整備費用の資金確保な

ど重大な問題があります。ここでは、将来予想される水道事業の内部環境の変

化について提示し方策の展開につなげます。 

 

（１）施設の老朽化 

水道施設のうち、高度経済成長期に布設された管路の老朽化など、施設の経

年劣化が全国的に問題視されており、漏水被害等が全国各地で発生している

状況にあります。本町においても、東部地区が管路の老朽化、施設の経年劣化

が他の３地区に比べて進んでいるため、水道施設の新設又は更新すべき施設

の統廃合や再配置の検討を行い、水道事業の運営基盤強化を図ります。 

また管路の漏水事故は、給水に支障をきたすばかりでなく、人的被害を含め、

周辺に多大な影響を及ぼすことが懸念され、地震などの災害時には甚大な被

害を及ぼす恐れがあります。そのため水道施設の老朽化対策は、速やかな対応

が求められます。 

 

（２）基幹施設の耐震化 

厚生労働省では、既存の水道施設の耐震化に際し、「災害時に重要な拠点と

なる病院、診療所、介護や援助が必要な災害時要支援者の避難拠点など、人命

の安全確保を図るために給水優先度が特に高いものとして地域防災計画等へ

位置づけられている施設へ給水する管路については、優先的に耐震化を進め

ること」としています。 

本町でも、東北地方太平洋沖地震の教訓を踏まえ、平成 25 年度に「地域防

災計画」を策定し、災害時の避難所として役場・公民館・学校・体育館等を指

定しており、これらの施設に給水する幹線管路の耐震化を優先的に進めてき

ました。 

今後は、耐震化された施設や管路の維持管理に努めていきます。 
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（３）技術の継承 

団塊世代職員の大量退職を受けて、水道事業者の組織内の技術をどのよう

に継承するかが全国的な課題となっています。本町でも行政組織の合理化の

ための人員削減等によって職員数は減少しつつあります。 

一方で、今後の水道事業には高度な技術的基盤に立った、適正な施設更新計

画の策定と実践が求められます。今後の水道事業を支えるため、管理業務の省

力化及び効率化に加え、適正な組織体制を構築し、水道技術の継承を行ってい

くことが重要です。技術の維持、継承については、必要な技術的知識の習得、

外部での研修を行い、組織体制強化を図ります。 

 

（４）危機管理体制の強化 

外部環境の変化のなかでも示したとおり、新たな水質事故や災害リスクが

これまで以上に増大していくことが考えられます。今後は、限られた水道事業

執行体制のなかで、本町の地域防災計画、近隣市町村等の相互協力も含めた危

機管理体制を強化していくことが必要となってきています。 

そこで本町では、危機管理マニュアルを策定し、危機管理体制の強化や関係

機関との調整を図りながら、想定される全ての危機事象に十分対応できる危

機管理体制の整備に努めています。 

 

（５）資金の確保 

経営理念を満足するための水道施設を更新していくには、多大な費用と時

間を要します。また、その資金確保と計画的かつ長期的な施設更新が求められ

ています。 

施設の更新事業を進めるためには、適正な資金の確保が必要ですが、人口の

減少等に伴う給水量減少等外部環境の変化により、必要な収入を確保するこ

とが非常に困難な状況となっています。 

そのため、水道事業の長期的な更新計画並びに資金計画に基づき現行料金

体系の見直しを検討していく必要があります。料金見直しは、行政サービスや

その他公共料金を含めた住民負担を総合的に勘案し、段階的に実施していく

計画とします。 
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第４章  水道事業の理想像と目標設定 
 

 

１．水道事業の基本理念及び理想像 

平成 22 年３月策定の喜界町水道ビジョンでは、『安全でおいしい水を安定

供給する』という基本理念を掲げ、事業運営に努めてまいりました。 

新水道ビジョンでは、水道水の安全の確保を「安全」、確実な給水の確保を

「強靭」、供給体制の持続性の確保を「持続」と表現し、これら３つの観点か

ら、１０年後、あるいはそれ以降の水道の理想像を具体的に示します 

 

喜界町水道事業の理想像は、次のとおりです。 

安全：いつでも安心して飲める、安全で信頼される水道 

強靱：災害に強く、たくましい水道 

持続：いつまでも身近であり続ける水道 

 

「安全」でおいしい水をいつでも確実に供給できる「強靭」な水道を構築し、

みな様への水道サービスを将来にわたって「持続」していくことを基本理念と

します。また「第５次喜界町総合振興計画」とも整合を図って、町民のニーズ

に則した質の良い水道サービスを目指します。 

 

 
図 ４-１ 水道の理想像 

 

喜界町水道事業ビジョン

安全でおいしい水を安定供給する

安全 強靱 持続
いつでも安心して

飲める、安全で信

頼される水道 

災害に強く、たく

ましい水道 

いつまでも身近で

あり続ける水道 
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２．水道事業の目標設定 

良質の安全で衛生的な水の供給が今後も維持できるよう、設定した基本理

念、理想像を具現化するため、「安全」「強靱」「持続」のそれぞれの観点か

ら、本町の実情を踏まえた施策に関する目標を次のとおり設定します。 

喜界町水道事業の理想像と目標の実現にあたっての施策方針と課題につい

て、以下のとおり整理して示します。 
 

表 ４-１ 目標実現の施策方針と課題 

安全：いつでも安心して飲める、安全で信頼される水道 

目標設定 説    明 

水源汚染リスクの監視・管理

強化 

取水から給水までの全ての過程において、安全な水を

脅かす要因を見つけ、適切に対応できる体制構築を検

討する。 

適切な水質検査の実施 水質検査の項目・精度・検査回数等について確認し、

今後も適切な水質検査を定期的に実施する。 

安全に関する情報公開 
今後も水質検査結果等を広報やホームページに公開

する。 

強靭：災害に強く、たくましい水道 

目標設定 説    明 

施設・管路の耐震化 引き続き水道施設・管路の耐震化を推進する。 

応急給水体制及び応急活動

体制の構築 

被災した場合のきめ細やかな応急給水及び早期復旧

が行えるよう、町内の関係機関との十分な連携を図

り、復旧体制の構築に努める。 

災害時の資機材調達の構築 災害時の通信手段、燃料、復旧用資機材、浄水薬品等

の備蓄について検討し、調達体制を構築する。 

持続：いつまでも身近であり続ける水道 

目標設定 説    明 

水道施設の再構築 計画的に老朽管を更新し漏水の減少を図る。また、経

年化が進んだ施設は、水需要の減少を考慮した適切な

規模に改築・更新を行う。更に、安定取水のため予備

水源の確保も検討し、これらを考慮した水道施設の再

構築を進める。 

健全な経営の維持 アセットマネジメントの観点から、中長期的な経営状

況を予測した上で、水道施設の更新事業、水道料金の

適正化等について検討し、健全な事業経営に努める。 

職員の技術力・組織力の強化 水道事業を適切に運営していくために、職員の技術力

の強化や適切な組織体制の構築を行う。 

広域連携等への取組の検討 事業運営の効率化、災害時の緊急時体制構築を図るた

め、近隣水道事業体との広域連携等の取組について検

討する。 
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第５章  目標実現のための施策 
 

 

１．今後 10 年間の取組姿勢 

基本目標を達成するために、今後 10 年間で取り組んでいく内容を下記に示

します。 

表 ５-１ 今後 10 年間の取組内容 

No 取組項目 取組内容 関連する基本目標 

１ 

水 道 施 設

台 帳 の 整

備 

水道施設の維持管理及び計画的

な更新、災害対応、広域連携及び

官民連携の推進等の各種取組の

基礎となる「水道施設台帳」を整

備する。 

・水道施設の耐震性能の把

握と耐震化計画策定の検

討 

・施設・管路の耐震化 

・水道施設の再構築 

２ 

水 安 全 計

画の策定・

実施 

「水安全計画」を策定し、取水か

ら給水までのすべての過程にお

いて、安全な水を脅かす要因を

明らかにし、適切な対策を講じ

る。 

・水源汚染リスクの監視・管

理の強化 

・適切な水質検査の実施 

・安全に関する情報公開 

３ 

健 全 な 経

営 の 維 持

と 施 設 整

備 計 画 の

策定 

アセットマネジメントの観点か

ら中長期的な経営状況を予測し

た上で、健全な経営を維持する

ための方策（水道施設更新事業

の在り方、資金調達方法、水道料

金の最適化等）について検討し、

耐震化を含めた具体的な施設・

管路の長寿命化や更新の整備計

画を策定する。 

・健全な経営の維持 

・水道施設の再構築 

・施設・管路の耐震化 

 

４ 

適 切 な 情

報公開 

水質検査結果や水安全計画な

ど、安全に関する情報を広報や

ホームページで公表する。 

・安全に関する情報公開 

・耐震化事業及び応急給水

に関する町民の理解向上 

５ 

職 員 の 技

術力・組織

力の強化 

水道事業を適正に運営していく

ために、職員の技術力の強化や

適切な組織体制の構築を行う。 

・職員の技術力・組織力の強

化 

６ 

広 域 連 携

等 へ の 取

組検討 

事業運営の効率化、緊急時の相

互協力体制の構築を図るため、

広域連携の取組みについて検討

する。 

・広域連携等への取組の検

討 

・応急給水体制及び応急活

動体制の構築 
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２．今後 10 年間の取組のロードマップ 

前ページで掲げた今後 10 年間の取組に対し、下記に示すロードマップを作

成し、施策を推進します。 

 

 

表 ５-２ 取組のロードマップ 

 
 

 

 

 

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

５
職員の技術力・組織力の
強化

６
広域連携等への取組の検
討

３
健全な経営の維持と施設
整備計画の策定

４ 適切な情報公開

２ 水安全の実施

No 今後10年間の取組

目　　標　　期　　間

１ 水道施設台帳の整備

水安全計画の実施

アセットマネジメントの実施・

具体的な施設整備計画と経営改善の検討

水質試験結果など水道事業に係る情報公開

職員の技術力・組織力の強化

広域化への取組の検討・災害時協力体制の構築

水道施設台帳の整備

(期限:R4年9月30日)

水安全計画の策定
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第６章  ビジョンの実現に向けて 
 

 

１．フォローアップ 

水道事業ビジョンは、令和２年度(2020 年度)から令和 11 年度(2029 年度)

までの 10 年間を計画期間としていますが、その間、水道事業を取り巻く環境

も大きく変化していくことが予想されます。そのため、定期的（概ね３～５年）

なフォローアップが必要と考えられます。 

フォローアップについては、ＰＤＣＡサイクルの考え方に基づき、実現方策

の有効性などを確認しながら、計画の推進や改善を図っていきます。 
 

※ＰＤＣＡサイクルとは 

Plan（計画）、Do（実施）、Check（点検）、Act（是正）を意味する。 

計画を作成（Plan）し、その計画を組織的に実行（Do）し、その結果を内部で点検

（Check）し、不十分な点を是正（Act）したうえで、更に元の計画に反映させていくこ

とで、計画内容の維持・向上や事業の持続的改善を図ろうとするものである。 

 
図 ６-１ フォローアップのイメージ 
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